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第１部 包括外部監査の概要

１ 監査の種類

地方自治法第 条の 第１項に規定する包括外部監査契約に基づく監査

２ 監査人及び補助者

包括外部監査人 當真 良明（弁護士）

同補助者 田村ゆかり（弁護士）

同補助者 中尾 義孝（弁護士）

同補助者 横井 理人（弁護士）

同補助者 伊川 孝枝（弁護士）

同補助者 今福 聡（弁護士）

同補助者 山内 博人（不動産鑑定士）

３ 選定した特定の事件

公共用地取得に関する財務事務の執行について

４ 監査対象事件の選定理由

公共用地の取得は，社会資本整備，公共事業の実施のために必要不可欠なものである

とともに，公共用地取得業務の円滑・迅速・適正な実施は，公共事業の進展を大きく左

右するものであり，公共用地取得業務は行政において重要な役割を有している。また，

公共用地取得関連費用についての平成 年度の決算額は，知事部局で約 億 万円

であり，毎年，多額の費用が支出されており，財政的面からも公共用地取得の効率性・

適正性が強く求められる。

他方，公共用地取得は，個人の財産を公共の利益のために取得するものであることか

ら，個人の権利保障と公共の利益が対立する場面であり，個人の正当な権利を保障しつ

つ，法令に従って，公正・公平・適正な補償が行われることが必要である。

以上のとおり，公共用地取得に関する業務は，一方で社会資本整備，公共事業の実施

のため円滑・迅速・適正な実施が求められるとともに，他方で，個人の権利保護のため

に，法令に従って公正・公平・適正な補償が求められるものであり，この両者の要請を

適正に反映させて行う必要があり，この両方の側面から見て適正なものでなければなら

ない。

公共用地取得については，平成 年度の包括外部監査制度の開始後未だ監査テーマと
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して選定されていないことから，上記のような重要な意義を有する公共用地取得につい

て網羅的に検証することは必要かつ有意義であると考えて，本年度の包括外部監査のテ

ーマとして選定した。

なお，本監査においては，用地取得の迅速化・円滑化を主たる検討事項としているこ

とから，用地取得代金や補償金の金額の妥当性については，監査対象としないこととし

た。

５ 監査の方法

⑴ 対象関係部局へ根拠法令，事務提要，契約書，台帳，マニュアル等の関係書類の提

出依頼

⑵ 関係書類，証憑の検討

⑶ 関係部局への調査票（アンケート）による調査（アンケート調査）の実施

⑷ 関係部局等へのヒアリングの実施

⑸ 関係部局への補充の質問

⑹ その他，監査人が必要と認めて実施する手続

６ 監査の対象年度

平成 年度（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）但し，必要があれば

他の年度についても監査の対象とした。

７ 監査の実施期間

平成 年 月から平成 年 月 日まで

８ 利害関係

包括外部監査人及び補助者は，いずれも監査対象事件について，地方自治法 条の

に規定する利害関係はない。

９ 監査の視点

公共用地取得の事務の執行が，法令・規程等に則って適正かつ迅速遂行されているか

否かの視点を中心に，以下の問題意識をもって監査を実施する。

⑴ 公共用地取得計画が適切に作成され，当該計画が機能しているか，実際の用地取得

業務が当該計画に沿って行われているか。
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⑵ 公共用地取得の手続が，法令・規程等に従って適正になされているか。

⑶ 用地補償費の支出は法令・規程等に従って適正に行われているか。

⑷ 取得した土地等の登記手続，取得後の管理状況は適切か。

⑸ 用地取得について長期滞留案件が存在するか，その場合の対応は適切か。

指摘・意見について

本監査報告書にける「指摘」，「意見」の意義は次のとおりである。

⑴ 指摘 当該事項については適法性・妥当性に問題があり，是正措置が必要であると

考えるものである。

⑵ 意見 当該事項については，直ちに適法性・妥当性に問題があるとは考えないが，

是正の検討をすることが合理的と考えられるものである。
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